
不適切な服務管理
	対象受検機関
	検出事項
	是正を求める事項
	措置の内容

	豊中高等学校
	全日にわたり職務専念義務の免除（以下「職免」という。）申請をし、承認されていたにもかかわらず勤務（出勤・退勤打刻あり）を行っており、必要と認める期間又は時間を超えて職務専念義務の免除を承認しているものがあった。

〇職員Ａ   

〇職免理由：新型コロナウイルス感染症に伴う小学校の臨時休業により、
子の世話を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないこと
がやむを得ないものと認められるもの。  

処理日

曜日

事由

出勤打刻

退勤打刻

2020/4/14

火

職免（全日）

7:54

17:33

2020/4/15

水

職免（全日）

7:49

13:49

2020/4/16

木

職免（全日）

7:58

14:24

2020/4/17

金

職免（全日）

7:57

14:48

2020/4/20

月

職免（全日）

7:57

14:53

2020/4/21

火

職免（全日）

7:47

9:48

2020/4/23

木

職免（全日）

7:47

12:03

2020/4/24

金

職免（全日）

7:50

15:16

2020/4/27

月

職免（全日）

7:40

15:45

2020/4/28

火

職免（全日）

7:55

9:41

2020/4/30

木

職免（全日）

7:37

14:36

2020/5/1

金

職免（全日）

7:41

15:00

2020/5/7

木

職免（全日）

7:18

14:23

2020/5/8

金

職免（全日）

7:54

16:53

2020/5/11

月

職免（全日）

7:41

14:34

2020/5/12

火

職免（全日）

8:01

13:47

2020/5/13

水

職免（全日）
7:30
15:19

2020/5/14

木

職免（全日）
7:44
18:35

2020/5/15

金

職免（全日）
7:57
18:55

2020/5/18

月

職免（全日）
6:59
13:47

2020/5/19

火

職免（全日）
7:55
17:15

2020/5/20

水

職免（全日）
7:49
17:26

2020/5/21

木

職免（全日）
7:53
17:59

2020/5/22

金

職免（全日）
7:52
18:31

2020/5/25

月

職免（全日）
8:01
18:16

2020/5/26

火

職免（全日）
7:50
14:50

2020/5/27

水

職免（全日）
記録なし
18:32

2020/5/28

木

職免（全日）
7:53
18:19

2020/5/29

金

職免（全日）
7:40
17:47

2020/6/1

月

職免（全日）
8:06
17:18

2020/6/2

火

職免（全日）
7:46
18:17

2020/6/3

水

職免（全日）
8:13
17:27

2020/6/4

木

職免（全日）
8:20
18:22

2020/6/5

金

職免（全日）
8:13
17:07

2020/6/8

月

職免（全日）
8:14
17:24

2020/6/9

火

職免（全日）
8:10
17:51

2020/6/10

水

職免（全日）
8:18
18:24

2020/6/11

木

職免（全日）
7:47
17:45

2020/6/12

金

職免（全日）
8:18
18:12


	※定時開始時刻8:30、定時終了時刻17:00


	検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、法令等に基づき、適正な事務処理を行われたい。




	　誤って承認した職務専念義務の免除については、これを取り消し、出勤として処理を行った。
　検出事項の原因は、申請者が新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う服務の取扱いについて理解不足であったことと、直接監督責任者の指導不足であったことから、職員会議において関係職員に対し、周知と注意喚起を行った。
　今後は、法令等に基づき、適正な事務処理を行う。
	


監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和３年11月１日から令和４年1月31日まで）

【職務に専念する義務の特例に関する条例】


(職務に専念する義務の免除)


第２条　府の職員及び府が設立した地方独立行政法人法第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人(以下「特定地方独立行政法人」という。)の職員は、次の各号の一に該当する場合においては、あらかじめ任命権者(特定地方独立行政法人の理事長を含む。)又はこれらの委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。


三　前二号に規定する場合を除くほか、人事委員会(特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の理事長)が定める場合





【職務に専念する義務の特例に関する規則】


(職務に専念する義務の免除)


第２条　職員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、あらかじめ任命権者又はその委任を受けた者の承諾を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。


十二　前各号のほか、人事委員会が適当と認める場合











【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する事務取扱要領】


第８－３新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合の職務専念義務免除の取扱いについて


新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合の服務上の取扱いについては、本府人事委員会と協議の上、職免規則第2条第12号に該当するものとし、職務に専念する義務の免除の取扱いについては、次のとおりとする。


（1）職務に専念する義務を免除する場合


　ｄ　新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等の臨時休業その他の事情（以下、新型コロナウイルス感染症の対策に伴う学校等の臨時休業等という。）によりこの世話を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合


（2）職務に専念する義務を免除する期間


　ｄに該当する場合、必要と認める期間又は時間









